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都市再生特別措置法（抜粋） 

（平成一四年四月五日法律第二二号） 

最終改正：平成二八年六月七日法律第七二号 

 

(都市再生緊急整備協議会) 

第十九条 国の関係行政機関の長のうち本部長及びその委嘱を受けたもの並び

に関係地方公共団体の長(以下「国の関係行政機関等の長」という。)は、都市

再生緊急整備地域ごとに、当該都市再生緊急整備地域における緊急かつ重点的

な市街地の整備に関し必要な協議(特定都市再生緊急整備地域が指定されてい

る都市再生緊急整備地域にあっては、当該協議並びに次条第一項に規定する整

備計画の作成及び当該整備計画の実施に係る連絡調整)を行うため、都市再生緊

急整備協議会(以下この章において「協議会」という。)を組織することができ

る。 

２ 国の関係行政機関等の長は、必要と認めるときは、協議して、協議会に、

独立行政法人の長、特殊法人の代表者、地方公共団体の長その他の執行機関(関

係地方公共団体の長を除く。)、地方独立行政法人の長、当該都市再生緊急整備

地域内において都市開発事業を施行する民間事業者、当該都市再生緊急整備地

域内の建築物の所有者、管理者若しくは占有者、鉄道事業法(昭和六十一年法律

第九十二号)第七条第一項に規定する鉄道事業者又はこれらの者及び国の関係

行政機関等の長以外の者であって当該都市再生緊急整備地域内において公共公

益施設の整備若しくは管理を行う者(第七項において「独立行政法人の長等」と

総称する。)を加えることができる。 

３ 当該都市再生緊急整備地域において都市開発事業(当該都市開発事業を施

行する土地(水面を含む。)の区域の面積が政令で定める規模以上のものに限
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る。)を施行する民間事業者は、協議会が組織されていないときは、本部長及び

関係地方公共団体の長に対して、協議会を組織するよう要請することができる。 

４ 前項の規定による要請を受けた本部長及び関係地方公共団体の長は、正当

な理由がある場合を除き、当該要請に応じなければならない。 

５ 第三項の民間事業者であって協議会の構成員でないものは、第一項の規定

により協議会を組織する国の関係行政機関等の長に対して、自己を協議会の構

成員として加えることを申し出ることができる。 

６ 前項の規定による申出を受けた国の関係行政機関等の長は、正当な理由が

ある場合を除き、当該申出に応じなければならない。 

７ 第一項の協議を行うための会議(以下この条において単に「会議」という。)

は、国の関係行政機関等の長並びに第二項及び前項の規定により加わった独立

行政法人の長等又はこれらの指名する職員をもって構成する。 

８ 協議会は、会議において協議を行うため必要があると認めるときは、国の

行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、独立行政法人及び地方独

立行政法人の長並びに特殊法人の代表者に対して、資料の提供、意見の開陳、

説明その他必要な協力を求めることができる。 

９ 協議会は、会議において協議を行うため特に必要があると認めるときは、

前項に規定する者以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。 

１０ 協議会は、当該都市再生緊急整備地域における都市開発事業及び公共公

益施設の整備を通じた市街地の整備の状況を勘案し、当該都市再生緊急整備地

域の都市機能を補完するため必要があると認めるときは、地理的、経済的又は

社会的な観点からみて密接な関係を有する他の都市再生緊急整備地域に係る協

議会に対し、その会議において、当該他の都市再生緊急整備地域における都市

開発事業及びその施行に関連して必要となる公共公益施設の整備の実施に関し

協議を行うよう求めることができる。 
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１１ 会議において協議が調った事項については、協議会の構成員は、その協

議の結果を尊重しなければならない。 

１２ 協議会の庶務は、内閣府において処理する。 

１３ 前各項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会

が定める。 

 

(都市再生安全確保計画) 

第十九条の十三 協議会は、地域整備方針に基づき、都市再生緊急整備地域に

ついて、大規模な地震が発生した場合における滞在者等の安全の確保を図るた

めに必要な退避のために移動する経路(以下「退避経路」という。)、一定期間

退避するための施設(以下「退避施設」という。)、備蓄倉庫、非常用電気等供

給施設(非常用の電気又は熱の供給施設をいう。以下同じ。)その他の施設(以下

「都市再生安全確保施設」という。)の整備等に関する計画(以下「都市再生安

全確保計画」という。)を作成することができる。 

２ 都市再生安全確保計画には、次に掲げる事項を記載するものとする。 

一 都市再生安全確保施設の整備等を通じた大規模な地震が発生した場合にお

ける滞在者等の安全の確保に関する基本的な方針 

二 都市開発事業の施行に関連して必要となる都市再生安全確保施設の整備に

関する事業並びにその実施主体及び実施期間に関する事項 

三 前号に規定する事業により整備された都市再生安全確保施設の適切な管理

のために必要な事項 

四 都市再生安全確保施設を有する建築物の耐震改修(建築物の耐震改修の促

進に関する法律(平成七年法律第百二十三号)第二条第二項に規定する耐震改修

をいう。第十九条の十六第一項において同じ。)その他の大規模な地震が発生し
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た場合における滞在者等の安全の確保を図るために必要な事業及びその実施主

体に関する事項 

五 大規模な地震が発生した場合における滞在者等の誘導、滞在者等に対する

情報提供その他の滞在者等の安全の確保を図るために必要な事務及びその実施

主体に関する事項 

六 前各号に掲げるもののほか、大規模な地震が発生した場合における滞在者

等の安全の確保を図るために必要な事項 

３ 都市再生安全確保計画は、災害対策基本法(昭和三十六年法律第二百二十三

号)第二条第九号に規定する防災業務計画及び同条第十号に規定する地域防災

計画との調和が保たれたものでなければならない。 

４ 都市再生安全確保計画は、国の関係行政機関等の長及び第二項第二号、第

四号又は第五号に規定する事業又は事務の実施主体として記載された者の全員

の合意により作成するものとする。 

５ 協議会は、都市再生安全確保計画を作成したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。 

６ 第二項から前項までの規定は、都市再生安全確保計画の変更について準用

する。 

 

(都市再生安全確保計画に記載された事業等の実施) 

第十九条の十四 都市再生安全確保計画に記載された事業又は事務の実施主体

は、当該都市再生安全確保計画に従い、事業又は事務を実施しなければならな

い。 


